
動物医薬品検査所長殿

2 8消安第30 4 9号

平成28年10月19日

消費・安全局畜水産安全管理課長

薬剤耐性対策行動計画の周知と動物用抗菌性物質製剤の慎重使用

の徹底について

このことについて、別添のとおり通知したので、御了知願います。
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2 8消安第30 4 9号

平成28年10月19日

各都道府県動物薬事主務部長殿

農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長

薬剤耐性対策行動計画の周知と動物用抗菌性物質製剤jの慎重使用

の徹底について

薬剤耐性菌による感染症の世界的な増加が懸念される中、昨年5月に、 WHO

（世界保健機関）が薬剤耐性に関する国際行動計画を採択し、我が国でも、

本年4月に関係閣僚会議において、「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」

が決定されました。アクションプランでは、今後5年間に、人と動物などの

関連分野が協働して実施すべき対策がまとめられでいます。また、毎年11月

が薬剤耐性対策推進月間と位置付け色れ、薬剤耐性に関する知識や理解を深

めるための国民的な運動が展開されることになりました (IQ月4日内閣官房

発表）。

我が国の畜産分野では、薬剤耐性菌の調査・監視を行いながら、動物用抗菌

性物質製剤~. （以下「抗菌剤」という。）の適正使用、さらには、「畜産物にお

ける動物用抗菌性物質製剤の慎重使用に関する基本的な考え方について（通

知）」（平成25年12月24日付け25消安第4467号農林水産省消費・安全局畜水産

安全管理課長通知。以下「慎重使用に関する基本的な考え方」という。）に基

づき、抗菌剤の慎重使用に取り組んできました。その結果、現在の畜産分野

における薬剤耐性菌の発現状況は、抗菌剤の使用量削減に徹底して取り組ん

でいるEU等と比べても遜色のない水準にあります。

これまでの我が国の畜産分野における取組は決して不十分なものではないと

考えられますが、世界的に対策が進められていく中で、アクションプランで

は、抗菌剤の慎重使用などの取組のさらなる徹底、強化等が求められていま

lす。また、「慎重使用に関する基本的な考え方」については、関係者の認知度

が低く、普及がいまだ不足していることから、獣医師や生産者に対する普及
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公益社団法人 日本動物用医薬品協会理事長殿

一般社団法人全国動物薬品器材協会理事長殿

2 8消安第30 4 9号

平成28年10月19日

一般社団法人 日本養豚開業獣医師協会代表理事殿

一般社団法人 日本養豚協会会長殿

一般社団法人 日本食鳥協会会長殿

一般社団法人 日本養鶏協会会長殿

農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長

薬剤耐性対策行動計画の周知と動物用抗菌性物質製剤の慎重使用

の徹底について

薬剤耐性菌による感染症の世界的な増加が懸念される中、昨年5月に、 WHO

（世界保健機関）が薬剤耐性に関する国際行動計画を採択し、我が国でも、

本年4月に関係閣僚会議において、「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」

が決定されました。アクションプランでは、今後5年間に、人と動物などの

関連分野が協働して実施すべき対策がまとめられていますロまた、毎年11月

が薬剤耐性対策推進月間と位置付けられ、薬剤耐性に関する知識や理解を深

めるための国民的な運動が展開されることになりました (IO月4日内閣官房

発表）。

我が国の畜産分野では、薬剤耐性菌の調査・監視を行いながら、動物用抗菌

性物質製剤（以下「抗菌剤」という。）の適正使用、さらには、「畜産物にお

ける動物用抗菌性物質製剤の慎重使用に関する基本的な考え方について（通

知）」（平成25年12月24日付け25消安第4467号農林水産省消費・安全局畜水産

安全管理課長通知。以下「慎重使用に関する基本的な考え方」という。）に基

づき、抗菌剤の慎重使用に取り組んできました。その結果、現在の畜産分野

における薬剤耐性菌の発現状況は、抗菌剤の使用量削減に徹底して取り組ん

マいるEU等と比べても遜色のない水準にあります。
これまでの我が国の畜産分野における取組は決しτ不十分なものではないと
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考えられますが、世界的に対策が進められていく中で、アクションプランで

は、抗菌剤の慎重使用などの取組のさらなる徹底、強化等が求められていま

す。また、「慎重使用に関する基本的な考え方」については、関係者の認知度

が低く、普及がいまだ不足しでいることから、獣医師や生産者に対する普及

・啓発を強化していくことが重要です。 九

つきましては、貴団体会員に対し、別添リ、ーフレットを活用いただきなが

ら薬剤耐性対策が世界的な課題となっているととを周知いただくとともに、

「慎重使用に関する基本的な考え方」に基づいた抗菌剤の慎重使用の徹底に

ついて、改めて御指導いただきますようお願いします。

なお、アクションプラン、慎重使用に関する基本的な考え方（本文、獣医 l

師向けパンフレツト及び生産者向けリーフレット）等については、当省のウ

エブサイド「家畜に使用する抗菌性物質について」（http://www.maff. go. jp/j九y

ouan>t i kusu i/yakuz i/kouk iilza i. ht皿I）に掲載していますので御参照ください。

なお、別途、別紙のとおり各都道府県に通知したことを申し添えます。
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公益社団法人 日本獣医師会会長殿

公益社団法人全国農業共済協会会長殿

全国農業協同組合連合会代表理事理事長殿

一般社団法人 中央酪農会議会長殿

全国肉牛事業協同組合理事長殿

2 8消安第30 4 9号

平成28年10月19日

農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長

薬剤耐性対策行動計画の周知と動物用抗菌性物質製剤の慎重使用

の徹底について

薬剤耐性菌による感染症の世界的な増加が懸念される中、昨年5月に、問。

（世界保健機関）が薬剤耐性に関する国際行動計画を採択し、我が国でも、

本年4月に関係閣僚会議において、「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」

が決定されました。アクションプランでは、今後5年間に、人と動物などの

関連分野が協働して実施すべき対策がまとめられています。また、毎年11月

が薬剤耐性対策推進月間と位置付けられ、薬剤耐性に関する知識や理解を深

めるための国民的な運動が展開されるととになりました (10月4日内閣官房

発表）。

我が国の畜産分野では、薬剤耐性菌の調査・監視を行いながら、動物用抗菌

性物質製剤u（以下「抗菌剤」という。）の適正使用、さらには、「畜産物にお

ける動物用抗菌性物質製剤の慎重使用に関する基本的な考え方について（通

知）」（平成25年12月24日付け25消安第4467号農林水産省消費・安全局畜水産

安全管理課長通知。以下「慎重使用に関する基本的な考え方」という。）に基

づき、抗菌剤の慎重使用に取り組んできました。その結果、現在の畜産分野

における薬剤耐性菌の発現状況は、抗菌剤の使用量削減に徹底して取り組ん

でいる凹等と比代ても遜色のない水準にあります。

これまでの我が国の畜産分野における取組は決して不十分なものではないと’
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考えられますが、世界的に対策が進められていく中で、アクションプランで

は、抗菌剤の慎重使用などの取組のさらなる徹底、強化等が求められていま

す。また、「慎重使用に関する基本的な考え方」については、関係者の認知度

が低く、普及がいまだ不足していることから、獣医師や生産者に対する普及

．啓発を強化していくことが重要です。

つきましては、貴団体会員に対し、別＼添リーフレットを活用いただきなが

ら薬剤耐性対策が世界的な課題となっていることを周知いただくとともに、

「慎重使用に関する基本的な考え方」に基づいた抗菌剤の慎重使用の徹底に

ついて、改めて御指導いただきますようお願いします。

なお、アクショシプラン、慎重使用に関する基本的な考え方（本文、獣医

師向けパンフレット及び生産者向けリーフレット）等については、当省のウ

エブサイト「家畜に使用する抗菌性物質について」（http://www.maff. go. jp/j/sy 

ouan/t ikusu i/yakuz i/』rnukinzai.ht皿I）に掲載していますので御参照ください。

併せて、当省の平成27年度の食の安全・消費者の信頼確保対策事業の抗菌

性物質薬剤耐性菌評価情報整備事業により、抗菌剤の慎重使用に資するだめ、

別添のとおり、獣医師向けの「牛呼吸器病（BRDC）における抗菌剤治療ガイ

ドブック」を作成しましたので、貴団体会員への周知をお願いします（当該

ガイドブックについても、上記のウェブサイトに掲載しています。）。

なお、別途、別紙のとおり各都道府県に通知したことを申し添えます。

、、



主盟翌2笠と一一一一一一一一一 一一一三コ（別添）11月は薬剤耐性（AMR）対策推進月間です
～抗菌剤の慎重使用等対策を進め、消費者の信頼に応えましょう！～

震平和k産省消費・安全局畜水産蚕金盃言l
薬剤耐性薗とは？

薬剤耐性菌とは、 「抗菌剤が効かない細菌」です。薬
剤耐性菌は、抗菌剤の使い過ぎなどにより増加し、人
や動物の治療が困難になります。

世界的に、薬剤耐性菌による感染症が増加しており、
大きな問題となっています。

そのため、昨年5月にWHOが国際行動計画を採択し、
我が国でち、本年4月、今後5年間に取り組むべき対
策をまとめた行動計画〈アクションプラン〉が決定さ
れました。
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抗菌剤
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抗菌剤があっても生存・増殖
（薬剤耐性薗）

抗菌剤により死滅
（感受性薗）

薬剤耐性問題と畜産との関わりは？

抗菌剤は、畜産分野でも、動物用医薬缶や飼料添加物
として使用されています。

家畜への抗菌剤の使用により増加した薬剤耐性菌が、
家畜の治療を困難にするだけでなく、畜産物等を介して、
人の感染症の治療を困難にすることが懸怠されています。

そのだめ、アクションプランでは、人の医療分野とと
ちに、畜産分野において必要な取組が記載されています。

畜産関係者が実施すべき対策は？

生産者や獣医師をはじめとする畜産関係者には、薬剤
耐性問題を理解し、 「抗菌剤の慎重使用Iを徹底するこ
与等が求められています。具体的には、

① 飼養衛生管理の徹底やワクチンの使用により感
染症を減らすことにより、抗菌剤の使用機会を減
らすこと

② 抗菌剤の使用を真に必要な揚合に限定すること

が対策の基本となります。

国産畜産物に対する消費者からの信頼に応えるため、また、家畜に対
する抗菌剤の有刻性を維持するためには、畜摩関係者が一体となって対
策に取り組む必要があります。

皆様のご理解、ご協力をよろしくお願いします。

詳細は、農林水産省HPに掲載しています。 ｜農林水産省抗菌性物質｜

http://www.maff.goJp/j/syouan/tikusui/yakuzi/koukinzai.html 襲撃
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（参考．内閣官房プレスリリース）

＜目占り出し先＞
内聞記者会

文部科学記者会

厚生労働記者会

厚生日比谷クラブ

農林水産省記者クラブ

平成28年 10月4日

薬剤耐性（AMR）対策推進国民啓発会識の開催

及び薬剤耐性（AMR）対策推進月間（11月）の設定について

1 .薬剤耐性（AMR）対策推進国民啓発会議の開催

本年4月、総理が主宰する「国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議」
において、薬剤耐性（AMR）による感染症のまん延の防止等の対策をまと

めた「薬剤耐性（AMR）対策アクシヨンプラン」 （以下「アクシヨンプラ

ン」）が決定されました。アクシヨンプランでは「普及啓発・教育jを対策

の柱のーっとして掲げ、国民の薬剤耐性（AMR）に関する知識や理解を深

めるため、有識者・関係団体等と連携の下、薬剤耐性（AMR）の脅威に対

する国民運動を展開することとしています。

こうした状況を踏まえ、今般、薬剤耐性（AMR）に係る全国的な普及啓

発活動を推進するため、 「薬剤耐性（AMR）対策推進国民啓発会議」を開

催することといたしましたのでお知らせいたします（構成員については別添

を御参照ください）。

なお、第1回会合については以下のとおりです。

( 1 ）日時 f平成28年11月1日（火） 18: 00～20:00 

(2）場所：調整中（都内）

( 3）備考：議事公開、頭撮り可

※会議の詳細については追ってお知らせいたします。

2. 薬剤耐性（AMR）対策推進月間の設定

薬剤耐性（AMR）に係る全国的な普及啓発活動を推進するため、毎年11

月を「薬剤耐性（AMR）対策推進月間」に設定します。 「薬剤耐性（AM



R）対策推進月間Jでは、政府機関だけではなく民間の様々な団体が一体と

なって、普及啓発に係る取組を重点的に実施していくとともに、同月聞を通

じて国民一人ひとりの主体的な取組を促していきます。

3.薬剤耐性（AMR）対策推進国民啓発会議及び薬剤耐性（AMR）対策推

進月間の取組

国を挙げて薬剤耐性（AMR）対策を推進するためには、専門職に対する

普及啓発とともに、国民の知識や理解を深めることが必要不可欠であること

から以下の取組を展開していきます。

( 1 ）政府広報、 TV、新聞等のメディアを通じた国民全般に対する普及啓

発

(2）医療機関、薬局、高齢者施設、家畜診療施設等における専門職等に対

する普及啓発

( 3）上記専門職等を通じた国民に対する普及啓発

( 4）毎年 11月を薬剤耐性（AMR）対策推進月間と設定することを契機

として、 ( 1 ）～（ 3）の普及啓発に係る取組を実施

【本件に関する連絡先】
内閣官房国際感染症対策調整室小泉、片山、富田

電話・ 03-6257-1308（直通）
FAX : 03-3501-3973 

等

＼ 



別添

薬剤耐性・（AMR）対策推進国民啓発会議構成員名簿

議 長 毛利衛 日本科学未来館館長

構成員

（有識者） 浅井鉄夫岐阜大学大学院連合獣医学研究科応用獣医学連合講座（動

物感染症制御学）教授

阿真京子一般社団法人知ろう小児医療守ろう子ども達の会代表

具 芳明東北大学病院総合感染症科講師

舘田 一博東邦大学医学部微生物・感染症学講座教授

館林牧子読売新聞医療部編集委員

田村豊 酪農学園大学獣医学群獣医学類食品衛生学ユニット教授

徳田安春地域医療機能推進機構本部顧問

宮入烈 国立成育医療研究センター生体防御系内科部感染症科医長

吉本明美共同通信社編集委員・論説委員

（主要団体） 青木隆典一般社団法人日本民開放送連盟常務理事

安草野 尚志 日本放送協会理事

字国英典全国保健所長会会長

川勝平太全国知事会（静岡県知事）

川嶋明 一般社団法人日本新聞協会専務理事

釜渇敏 公益社団法人日本医師会常任理事

川原章 日本製薬工業協会専務理事

境 政人公益社団法人日本獣医師会専務理事

（関信行政機関等） 山田 安秀 内閣官房内閣審議官（国際感染症対策調整室長）

川島俊郎内閣府食品安全委員会事務局長

板倉康洋文部科学省大臣官房審議官（研究振興局担当）

橋本泰宏厚生労働省大臣官房審議官（健康、生活衛生担当）

柴山恵吾国立感染症研究所細菌第二部長

小川 良介農林水産省消費・安全局参事官

山本実 農林水産省動物医薬品検査所所長

大曲 貴夫 国立研究開発法人国立国際医療研究センター国際感染症セ

ンター長
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各都道府県動物薬事主務部長殿

,2 .5消安第44 6 7号

平成25年 12月24日

農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長

畜産物生産における動物用抗菌性物質製剤の慎重使用に関する

基本的な考え方について（通知）

動物用抗菌性物質製剤（以下「抗菌剤」という。）は、家畜の健康を守り、

〔秀考）

安全な食品の安定した生産を確保する上で重要な資材ですが、その使用によ

り選択される薬剤耐性菌による人の医療及び獣医療への影響のリスクも常に

存在します。

こうしたなか、我が国においては、薬事法（昭和35年法律第145号）に基づ

く要指示医薬品制度や使用基準の設定等により、抗菌剤の適正使用を進めて

いるところですが、これらのリスク管理措置を実効性のあるものとし、薬剤

耐性菌のリスクを低減していく上で、畜産分野において抗菌剤を使用する獣

医師及び生産者の果たす役割は特に重要となっています。

このため、別添のとおり、獣医師及び生産者を対象とした抗菌剤の慎重使

用に関する基本的な考え方を取りまとめましたので、御了知の上、貴管下関

係者に対し周知するとともに、更なる慎重使用の推進について御指導いただ

きますようお願いします。

なお、本考え方については、当省のワェブサイト F家畜に使用すと5抗菌性

物質について」（加p://www.ma均 o.jp/j/syouan/tikusui/yakuzi/koukinzai.html）に掲載し

1ています。さらに、獣医師向けパンフレット「動物用抗菌剤の『責任ある慎

重使用』を進めるために」及び生産者向けリーフレット「抗菌剤を慎重に使

用しましょう。」も掲載しましたので、指導の際！と併せて活用いただきますよ

うお願いします。



（別添）
I 、

畜産物生産における動物用抗菌性物質製剤の

慎重使用に聞する基本的な考え方

はじめに

動物用抗菌性物質製剤〈以下「抗菌剤」という。jは、家畜の健康を守り、安全な

食品の安定生産を確保する上で重要な資材であるが、その使用により選択される薬

剤耐性菌による人の医療や獣医療への影響のリスクも常に存在じている。

このため、我が固においては、抗菌剤に関し、食品安全委員会により薬剤耐性菌

の食品を介した人の健康への影響に関するリスク評価が順次行われており、農林水

産省では、食品安全委員会のリスク評価結果に基づき、モニタリング強化等のリス

ク管理措置を講じてきているところである。

抗菌剤の使用に関しては、 DIEやCodex等の国際機関や多くの園で指針等が作成さ

れている。 DIEでは、陸生動物衛生規約として「獣医療における動物用抗菌剤の責任

ある慎重使用Jが定められており、畜産物生産における抗菌剤の使用に関わる規制

当局、抗菌剤の製造販売業者、店舗販売業者、獣医師、生産者等の関係者がそれぞ

れの責任を果たすことにより「責任ある慎重使用」を進めていく必要があるとして

いる。また、 Codexでは、責任ある慎重使用を進めるため、ガイダンス「抗菌性物質

耐性の最小化及び抑制のための実施規範」等を定めている。

我が固においても、薬事法（現在の医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律）（昭和35年法律第1.45号）に基づく要指示医薬品制度や

使用基準の設定等により、抗菌剤の適正使用を進めてきたが、抗菌剤の使用により

選択される薬剤耐性菌に係るリスクを低減する上で、全ての関係者が連携して責任

ある慎重使用に取り組んでいく必要があり、実際の使用現場においては獣医師及び

生産者の果たす役割は特に重要となっている。

以上のことから、この度、畜産分野において、抗菌剤を動物用医薬品として使用

する際の獣医師及び生産者を中心とした責任ある慎重使用の徹底に関する基本的な

考え方を取りまとめた。

1
A
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I .基本的な方針

畜産物の生産における抗菌剤の責任ある慎重使用に関する基本的な方針は、次

のとおりである。

1 .家畜での薬剤耐性菌の選択及び伝播を極力抑えること。

2.家畜から人への薬剤耐性菌又は薬剤耐性決定因子の伝掻を抑え、人の医療に

使用する抗菌性物質製剤の有効性を維持すること。

3. 家畜での抗菌剤の有効性を維持すること。

II.用語の定義

使用する用語の定義は、次のとおりとする。

1 .「抗菌性物質製剤1とは、微生物の代謝若しくは増殖機構の一定部位に選択的

に作用することにより、微生物の発育・増摘を阻止し、又は微生物を殺滅する

抗生物質製剤及び合成抗菌剤をいう。

2.「薬剤耐性菌Jとは、変異又は薬剤耐性決定因子（他の細菌に対して、薬剤耐

性の形質を付与する薬剤耐性プラスミド等をいう。）によって薬剤耐性形質を獲

得した細菌をいう。

3.「適正使用Jとは、法令及び用法・用量を遵守L、使用上の注意に従って使用

することをいう。

4.「慎重使用jとは、抗菌剤を使用すべきかどうかを十分検討した上で、抗菌剤

の適正使用により最大限の効果を上げ、薬剤耐性菌の選択を最小限に抑えるよ

うに使用することをいう。

5.「適応外使用」とは、動物用医薬品として承認され、ラベル等に表示されてい

る用法・用量又は効能 a効果以外で使用することをいう。

m.抗菌剤及び薬剤耐性薗の概要

1 .抗菌性物質は、細菌に対して選択的に作用し、その作用機序には、細胞壁合

成阻害（ペニシリン系等）~タンパク質合成阻害（アミノゲリコシド系、テトラ

サイク ＇）.ン系、マクロライド系等）、核酸合成阻害（キノ口ン系等）、補酵素阻

害（サルファ剤等）及び細胞膜障害（コリスチン等）がある。

2.抗菌性物質の使用は、生態系に存在する各種細菌集団において、その抗菌性

物質に感受性のある細菌と比較して、耐性のある細菌を有利に生存・増殖させ

ηム
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るl可能性がある。この様に、抗菌性物質により感受性菌が駆逐される一方で、

薬剤耐性薗が生存・増殖することを「薬剤耐性菌が選択されるJという。

3.薬剤耐性菌は、薬剤耐性機構を保有している自然界に存在する多様な細菌を

いい、薬剤耐性菌に存在する薬剤耐性決定因子は、接合（プラスミ問、形質導

入（ファージ）、転移（トラジスポゾン）、形質転換等により他の細菌に伝揺さ

れるものもある。

4. 抗菌剤の慎重使用を科学的根拠に基づき実施するためには、それぞれの抗菌

剤の特性、体内動態、作用機序等に加え、薬剤耐性菌の出現・伝播機構、遺伝

学的機構、疫学等の知見を熟知する必要がある。ここでは、これらの知見につ

いて詳解はしないが、 Vにおいて主な解説書及び参考文献を紹介する。

w.’畜産物生産における責任ある抗菌剤の慎重使用の基本的な考え方

1 .適切な飼養衛生管理による感染症予防

飼養衛生管理水準を向上させ、家畜の健康状態を良好に維持し、感染症の発生

を予防することは、抗菌剤の使用機会を減らすことにつながり、薬剤耐性菌の選

択を抑制する上で極めて重要な要素である。このため、家畜の生産者は、家畜伝

染病予防法（昭和26年法律第 166号）の規定に基づく飼養衛生管理基準の遵守

を徹底するとともに、次の事項についても積極的に取り組み、感染症を予防する

必要がある。

( 1 ）家畜の健康状態に悪影響を与える飼養環境（畜舎内の高・低温、高‘低湿

度、換気不良等）の改善

、（2）感染症を予防するための適切なワクチン接種

(3）家畜の健康状態を良好に保つための適切な飼料の給与及び栄養管理

なお、獣医師は、対象家畜の特徴を十分に考慮しつつ、飼養衛生管理基準の遵

守状況及び上述の（1 ）～（3）の事項について、定期的に確認するとともに、

問題が確認された場合、家畜の所有者又は管理者に対し指導すること。

2.適切な病性の把握及び診断

( 1 ) .家畜の所有者又は管理者は、日頃から飼養する家畜をよく観察し、健康状

態を把握するとともに、異状が確認された場合には、速やかに獣医師の診察

一を受けること。

( 2）獣医師は、対象家畜の特徴を踏まえ、家畜の所有者又は管理者から、発病

時期、発病後の経過、措置等について聞き取り’、必要に応じて、血液、乳汁、
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糞便等を材料とした臨床病理検査等により、原因病原体（細菌か、ウイルス

かなど）や感染状況（一次感染か、二次感染かなど）等の病性を的確に把握

1 し、治療方針を決定すること。

( 3）診断に当たっては、感染畜が飼養されている農場及びその周辺地域におけ

る感染症の発生状況 E経過、治療の内容・結果、予後等に関する情報も考慮

すること。また、今後の診断及び使用する抗菌剤の選択に資するため、診察

及び治療の経過を診療簿に記録し、保存すること。

( 4）原因菌が分離される可能性のある材料又は病変部を採材して菌分離等を行

い、原因菌の検索を行うとともに、分離された原因菌については薬剤感受性

試験（削）を行う乙と慌2）。

なお、抗菌剤の選択に当たっては、農林水産省動物医薬品検査所のホーム

ページに掲載されでいる薬剤耐性菌のモニタりング情報（家畜由来細菌の抗

菌剤感受性調査）等を参考にされたい。

3.抗菌剤の選択及び使用

獣医師は、上記2により診断された感染症に対し、抗菌剤を使用して治療する

必要があると判断じた場合には、対象感染症の病性、薬剤感受性試験の結果、原

因菌に対する薬剤の有効性、投与方法、体内動態、適正な使用禁止期間 M休薬期

間等を総合的に考慮して抗菌剤を選び、適疋に使用する必要がある。

また、過去の使用経験、周辺の地域における感染症の発生状況にも配慮すると

ともに、抗菌剤の選択及び使用に当たり、特に次の事項に留意する必要がある。

( 1 ）抗菌剤は、動物用医薬品として承認された用法町用量及び効能関効果に基

づき、投与間隔、投与期間及び使用禁止期間を考慮し、対象家畜の治療に必

要な最小限の投与期間とすること。

( 2）薬剤耐性菌の選択を抑えるため、第一次選択薬は、原因菌の感受性試験に

おいて感受性を示した抗菌剤の中で、できるだけ抗菌スペクトルの狭いもの

を選ぶこと（抑）。なお、一般的に抗菌スペクトルの広い抗菌剤は、多くの微

生物に対して抗菌活性を示し、より多くの種類の薬剤耐性菌が選択されやす

（※1 ) 薬剤感史性試験薬剤感受性試験の実施l士、抗菌剤の確実な治療効果を得る上で重要であり、薬剤感
受性試験には、①ディスウ法、‘②微量液体希釈法、③寒天平板希釈法があるロまた、薬剤感受性試験の
結果は、記録・保管するとともに、適切な抗菌剤を選ぶ際に活用する。

（※2) 獣医師が緊急を要すると判断した場合には、当該農場・周辺地域における感染症の発生状況及びWの

3の留意事項等を考慮して抗菌剤を選択し、使用することもやむを得ないが、その場合においても、原
則として平行して菌分離及び薬剤感受性試験を行うこと。

（※3) ※Zの様に緊急を要すると判断された場合等、原因菌が分離されていない際には、推定される原因菌

の感受性を考慮し、十分な効果が期待できる抗菌剤の中で、できるだけ抗菌スベウトルの狭いものを選
占：こと。
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(3）人の医療で重要な抗菌剤であるフルオロキノロン、第3世代セファロスポ

リン等の第二次選択薬［桝）は、第一次選択薬が無効の場合にのみ選ぶこと。

(4）投与経路は、可能な限り抗菌剤の腸内細菌への暴露が少ないものを選ぶこ

と。

(5）食用の家畜への未承認薬の使用及び適応外使用は原則として行わないこと。

また、食品衛生法（昭和22年法律第233号）により、食品中から検出されて

はならないとされている物質等、人の健康に悪影響を与える可能性がある成

分保引については、食用の家畜への使用が禁止されていること。

(6）感染症が常在している又は一部の家畜に感染が認められた等の理由から、

感染のおそれがある健康な家畜に対して抗菌剤をあらかじめ投与することは、

極力避けること。このような投与は、感染症の特性、当該農場における感染

症の発生履歴、家畜の免疫状態・群構成、ワクチン等、他の防疫措置の実施

の有無等を踏まえた感染症のまん延の可能性等を鑑み、投与しない場合に感

染症が拡大する可能性が高いと判断される場合に限り、獣医師の責任におい

て極めて限定された条件の下で厳格に実施すること。

( 7 ）抗菌剤の併用は、毒性の増強により副作用の出現を助長する、有効性を阻

害するような薬理学的措抗をもたらす、使用禁止期間・休薬期間に影響を与

える等のおそれがあることから、極力避けること（制］。

また、抗菌催の飼料添加物も使用禁止期間同休薬期間に影響を与えるおそ

れがあるため、その使用状況を十分に把握し、当該飼料添加物と同じ成分の

抗菌剤を使用する場合には、飼料が含む当該成分の量を考慮して使用量を決

定すること。

( 8 ）原因菌に対する家畜の抵抗性を高め、抗菌剤の有効性を十分に発揮させる

ため、家畜が体力の消耗の激しい、又は下痢により重度の脱水症状を示して

いる場合には、症状の改善・緩和を図るための対症療法（禰液等）の併用を

考慮すること。

(9）抗菌剤投与後の病状の変化から、初診時に使用した抗菌剤の治療効果を見

（※4) 第二次選択薬として宗恕されている抗菌剤の製剤一覧は、農林水産省動物医薬品検査所の以下のURL
に記載されている。・URL:http://www. maff. ~o: jp/nval/r i sk/index. htmJ （動物医薬品検査所のホームペ
ージ内で「第二次選択薬一覧」で検索）

（※5) 動物用医薬品及び医薬品の使用の規制に関する省令（平成25年農林水産省令第44号）別表第3及び
第4並びに薬事法に基づ〈医薬品の使用の禁止に関する規定の適用を受けない場合を定める省令（平成

15年農林水産省令第10号）別表に掲げる成分。
（※日） 感染症の原因菌が特定できず、最初の治療に用いた抗菌剤が有効でなく、明らかに死亡率若しくは橿

患率の増加が認められる又は感柴症が重症化した場合J;l:、棺乗効果及び抗菌スベクトルの拡大を期待し

た抗菌剤の併用が必要な場合もあるが、この場合にも、投与後の経過を詳細に把握し、真に必要な抗菌
剤のみの投与とすること。 ‘ 
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極め、使用を継続すべきか、薬剤を変更すべきかを判断すること。薬剤を変

更する場合、抗菌剤の選択は、 2の（4）の薬剤感受性試験の結果に基づい

て行うこと。

4.関係者聞の情報の共有

抗菌剤の責任ある慎重使用を徹底するため、関係者が抗菌剤の使用に関する情

報を共有することが重要である。特に獣医師は、農林水産省が公表する全国ベー

スでの抗菌剤の流通量及び薬剤感受性の状況に関する情報を把握するとともに、

抗菌剤の使用に関する次の情報についても、獣医師聞はもとより、地域の家畜保

健衛生所、製造販売業者、店舗販売業者、生産者等とも積極的に共有する必要が

ある。

( 1 ）診療地域における感染症の発生状況・経過、抗菌剤の使用状況・有効性及

び薬剤感受性の情報

( 2 j感染症予防及び治療に関する情報

( 3）抗菌剤の薬物動態の情報

( 4）抗菌剤の使用に当たっての注意事項（投与期間の限定、第二次選択薬とし

ての使用等）
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